
外国人学生等紹介に関する基本契約書 

 

 株式会社○○○（以下、「甲」という）及び株式会社アジア人材紹介センター(以下、「乙」と

いう)とは、外国人学生等の紹介に関する事項に関して、以下のとおり基本契約を締結する。 

 

第１条(求職者紹介) 

 乙は甲に対し、外国の大学に在籍中の外国人学生もしくは直近で外国の大学を卒業した外国

人、または甲乙協議の上本契約を適用して紹介することとなった者(以下、併せて「求職者」

という)の紹介に関する業務及びこれに付随する業務（以下、併せて「本件業務」という）を

行う。 

 

第 2条(本契約の適用) 

 本契約は、特に定めのない限り、本契約有効期間中に、甲乙間で締結される求職者紹介につ

いて交わす、すべての契約書、覚書、念書、協定書、通知書等に適用するものとする。 

 

第 3条(選考採用) 

 １．甲は、求職者の面談履歴及び採否等、速やかに乙に報告するものとする。 

 ２．甲は、求職者への個別の連絡事項は原則として乙を介して伝達するものとする。止むを

得ず連絡をとる際は、乙にその旨を報告するものとする。 

 ３．乙から提示された登録票は、採用の終了後、不要となった時点で速やかに乙に返還また

は甲の責にて破棄するものとする。 

 ４．甲は、乙が紹介した求職者を採用する場合、採用を決定した求職者（以下、「内定者」

という）あての入社年月日、出社場所等を明記した、内定通知書を乙に提出するものと

する。 

５．乙は、甲より受領した内定通知書を内定者へ提示した上で内定者の内定を承諾する 

意思を確認し、内定者が内定を承諾する場合には、内定者から内定通知書の提出を受け

て、乙から甲へ提出するものとする。 

 

第４条（紹介料金） 

 １．本件業務の対価として、内定者が内定を承諾した時点で、下記の紹介料金が発生するも

のとする。 

    一人あたり 日本語能力 

資格無からＮ４レベル  80万円  （消費税別） 

     Ｎ３保持者  100万円 （消費税別） 

     Ｎ２保持者  110万円 （消費税別）    

     Ｎ１保持者  130万円 （消費税別） 

     ＩＴ人材   130万円 （消費税別） 



 

 

 ２．本条１項の紹介料金を個別に変更する場合は、甲乙間で別途協議し定めるものとする。 

 ３．乙は、紹介料金が発生した場合、甲に請求書を送付するものとする。 

 ４．甲は、紹介料金の発生月の月末（金融機関休業日の場合は、前営業日）までに、下記金

融機関口座に本条１項の紹介料金を振込むものとする。なお振込手数料は、甲が負担す

るものとする。 

     金融機関   埼玉りそな銀行朝霞支店 

     口座名義人  株式会社アジア人材紹介センター 

     口座番号   普通預金 ４４８２９０４ 

 

第５条（返金規定） 

 １．入社前辞退：全額返金 

 ２．入社（就労日）30日以内退職：50％返金 

 ３．入社（就労日）90日以内退職：20％返金 

 

第６条（秘密保持） 

 １．甲及び乙は、本件業務及び甲の採用業務を履行するにあたり、次の各号のいずれかに該

当する情報（以下、「秘密情報」という）を取り扱うものとする。 

   （１）求職者の情報(以下、「求職者情報」という) 

   （２）相手方に関する人事・技術・業務・財務・組織に関するあらゆる情報 

 ２．前項の定めにかかわらず、次の各号のいずれかに該当する情報は秘密情報及び求職者情

報から除かれるものとする。 

   （１）相手方から開示を受ける前に既に公知の情報 

   （２）相手方から開示を受けた後に自らの責によらず公知となった情報   

（３）相手方から開示を受ける前に自らが正当に保有していた情報 

（４）秘密情報に依拠せずに自らが独自に開発した情報 

（５）自らが正当な権限を有する第三者から秘密保持義務を負うことなく入手した情報 

 ３．甲及び乙は、秘密情報を相手方の書面または電子メールによる承諾なく、第三者へ一切

開示または漏洩してはならない。また、秘密情報を本件業務及び甲の採用業務以外に利

用しないものとする。 

 ４．甲及び乙は、秘密情報の開示または漏洩等により相手方に損害を与えた場合、相手方に

対して直接かつ通常の範囲の損害に限り賠償の責を負うものとする。 

 ５．本条３項にかかわらず、甲及び乙は、本件業務及び甲の採用業務を履行するにあたり求

職者情報を第三者に開示する必要がある場合、当該第三者へ必要最小限の範囲で求職者

情報を開示することができるものとする。 

 



 ６．甲及び乙は、本条３項または本条５項により、秘密情報を第三者に開示する場合、本契

約上の自己の義務と同等の義務を当該第三者に課すものとし、当該第三者がかかる義務

に違反した場合、自己の義務違反と扱うものとする。また、秘密情報の安全管理が図ら

れるよう当該第三者に対して適切かつ必要な監督を行うものとする。 

 ７．甲及び乙は、相手方と協議の上、本条６項により秘密情報を開示している第三者と相手

方が締結している契約書のうち、秘密情報の取扱いに関わる部分の開示を、相手方に求

めることができるものとする。 

 ８．乙が求職者に対し、本件業務の履行を目的として、甲を紹介する場合に限り、本条３項

乃至本条７項の適用を除外するものとする。 

 

第７条（解約・解除） 

 １．甲及び乙は、３か月前までに相手方に通知することにより、本契約を解除できるものと

する。 

 ２．甲または乙において下記事項のいずれかが生じた時は、甲または乙は直ちに期限の利益

を喪失するものとし、その相手方は本契約を解除できるものとする。   

   （１）本契約の各条項に違反したとき。 

   （２）公租公課の滞納処分を受けたとき。 

   （３）他の債務のため強制執行（仮差押を含む）を受け、または破産、競売、民事再生

その他これに準ずる裁判上の手続きの申し立てがあったとき。 

   （４）手形の不渡り、または銀行取引停止処分を受けたとき。 

   （５）営業停止、または清算手続きに入ったとき。 

   （６）その他本契約を継続しがたい信頼関係を損なう行為があったとき。 

３．本契約が終了した場合でも、継続中の個別求人業務に関しては甲乙責任を持って遂 

行するものとする。 

 

第８条（損害賠償） 

 甲及び乙は、本契約に違反し、またはその責に帰すべき事由により相手方に損害を与えた場

合は、その損害を賠償するものとする。 

 

第９条（免責） 

 甲に入社した内定者が、業務において甲及び第三者に対して起こした損害について、乙は一

切の責任を負わないものとする。ただし、乙の責に帰すべき事由がある場合はこの限りでは

ない。 

 

 

 

 



第１０条（紹介後の採用） 

 事由の如何を問わず、求職者が、乙から甲へ紹介された日から、当該求職者が紹介時に在籍

していた学校を卒業後１年が経過する日までの間に、直接的もしくは間接的に甲への入社に

至った場合、甲は乙に対して第４条で定める紹介料金を支払うものとする。 

 

第１１条（遅延損害金） 

 甲は第４条で定める紹介料金の支払いを怠った場合は、年１割の遅延損害金を支払う。 

 

第１２条（有効期間） 

 本契約の有効期間は、契約締結の日から１年間とする。ただし、第５条、第６条、第９条、

第１０条及び第１５条乃至第１７条に関しては、本契約終了後も有効とする。また、契約期

間満了１ヶ月前までに甲乙いずれかより、契約終了の意思表示がなされない場合、本契約は

引き続き１年間継続するものとし、以後も同様とする。 

 

第１３条（反社会的勢力排除） 

 １．甲及び乙は、自らが、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第１項第

２号に定める「暴力団」、同第６号に定める「暴力団員」、その他「暴力団」または「暴

力団員」に準じる反社会的勢力に該当しないこと、一切の関係がないこと、及び以後に

おいても関係を持たないことを確約する。 

 ２．甲及び乙は、相手方が前項に違反した場合、相手方に何らの催告をすることなく、本契

約を解除することができる。 

 ３．甲または乙が前項の規定により本契約を解除した場合、解除権行使者はこれに起因する

相手方の損害を賠償する責を負わないものとする。 

 

第１４条（各種法令の遵守） 

 甲及び乙は、労働基準法、同法施行令、同法施行規則、その他通達、職業安定法、同法 

施行令、同法施行規則、その他通達、及び各種関係法令に従い、各自必要な措置をとる。 

 

第１５条（譲渡禁止） 

 甲及び乙は、相手方の事前の書面による承認を得ない限り、本契約により生じる一切の権利

義務の全部、または一部を第三者に譲渡し、または担保に供してはならない。 

 

第１６条（管轄裁判所） 

 本契約に関する紛争が生じた場合、さいたま地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所と

する。 

 

 



第１７条(協議事項) 

 本契約に疑義が生じた事項及びこの契約書に定めない事項については、信義則及び関係法令

に基づき、甲乙協議の上、解決するものとする。 

 

 

本契約の成立を証するため本書２通を作成し、記名押印の上、各１通を保有する。 

 

  令和  年  月  日 

 

     甲     

 

 

 

 

 

     乙     埼玉県朝霞市上内間木７１３－１ 

  

           株式会社 アジア人材紹介センター 

           代表取締役  本 村 真 作 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

外国人学生等紹介に関する基本契約書 

 

 

 

 

 

 

 

 (甲)  株式会社○○○ 

 

(乙)  株式会社アジア人材紹介センター 

 


